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最終事業効果

１　観光旅客の受入体制の充実強化

1 （1）
観光２次交
通利用促進
事業

　沖縄観光の交通手段に
ついては、レンタカーが主
流となっているものの、国
際線の復便や車の免許
を持たない観光客の観光
２次交通を確保する。

　繁忙期において、市町村や観光事業
者・交通事業者が行う観光２次交通の確
保に要する経費に対し、補助金を交付す
る。

（活動指標：補助事業者10事業者）

R5～R8 18,105 17,345
繁忙期（７月～９
月）における利用
者延べ数

人 － 90,000人

補助対象数（５事業者）、運
行回数、搭乗率等を考慮し、
設定した。

（算式）
10事業者×５運行/日×40
人乗り×搭乗率50%×90日

7,051

令和６年度は、
３事業者20運行に対する補
助を行った。

補助実績
①5,754人（那覇空港～北谷
ゲートウェイ（国際通り経由））
②597人（北谷ゲートウェイ～
北部リゾートエリア）
③700人（県議会～アメリカン
ビレッジ、県議会～首里城、
県議会～ウミカジテラス）

成果指標の目標値に対し、実績
値が7.8％であったことから目標
値の達成には至らなかった。

➄効果がな
かった

事業終了後、１
社が増便のうえ
自走化（路線
化）しており、事
業目的である観
光客の２次交通
の確保の観点
から一定の効
果は認められ
る。

③効果があっ
た

利用客（観光者）
を増やす課題とし
て、路線の定着
（認知）に時間を
要すこと、通年を
通した需要の見
極めが挙げられ
る。

今後は、繁忙期だ
けではなく年間を通
じた観光客の移動
手段の確保及び公
共交通の利用促進
の観点から通年補
助としたい。

文化
観光
スポー
ツ部

観光
振興
課

1 （2）
観光２次交
通結節点機
能強化事業

観光２次交通結節点を設
け、レンタカーの貸渡場
所の分散化等を図る。

観光客が多く滞在する地域（エリア）等を
観光２次交通結節点と位置付け、ホテル
やレンタカーステーションを周遊する小型
バス等を運行する実証事業を行う。

（活動指標：結節点設置箇所２カ所以上）

R5～R8 142,719 124,420
交通結節点のエリ
ア数

カ所 - ２カ所

分散化等が可能な交通結節
点のエリアを複数設置するこ
とととした。

中部エリア１、南部エリア１

1カ所

主要な観光地となっている北
谷町に観光２次交通結節点
を設置し、令和7年度末にか
けて実証事業を実施中であ
る。

中部エリアと南部エリアに交通結
節点を設置することとしていた
が、その後の検討の結果、中部
エリアに交通結節点（北谷ゲート
ウェイ）を設置したので、目標値
に対する実績値は50％となり、達
成には至らなかった。

④あまり効果
がなかった

中部エリアに交通
結節点（北谷ゲー
トウェイ）を設置し
たことにより、那
覇空港ー北谷間
のバスは、13便/
日から最大43便/
日に増加したので
事業は一定の効
果が認められる。

③効果があっ
た

・観光２次交通結
節点「北谷ゲート
ウェイ」の周知強
化
・主要観光地との
接続強化
・貸切バス駐車
場の利用状況の
分析
・実証事業実施
に伴う美浜駐車
場への影響

本事業の効果検
証を踏まえ、結節
点の必要性、場
所、規模、機能等
を検討していく。

文化
観光
スポー
ツ部

観光
振興
課

1 （3）

マリンレ
ジャー事故
防止調査対
策事業

 令和４年度に構築した海
の安全啓発ツールを活用
し、効果的な手法で情報
発信を行い、観光客に対
しては海の危険性及び正
しい知識を周知し、事業
者に対しては最新の事故
情報及びヒヤリハット事
例等を提供することで水
難事故防止へとつなげる
ことを目的とする。

(1)海の安全啓発ツールの周知
（活動指標：空港、ホテル、レンタカー等へポスター掲示、チ
ラシ15,000枚配布、ポータルサイトとマップの閲覧件数5,000
件）

(2)海の安全啓発ツールの改善
（活動指標：令和５年中の水難事故データ116件を更新、海
域調査４箇所以上）

(3)ビーチ等での安全講習会の実施
（活動指標：沖縄県域３エリア×１５回＝４５回以上実施）

(4)マリンレジャー事業者及び海岸管理者等との「水難事故
防止」に関する意見交換会
（活動指標：本島北部、本島中南部、宮古、八重山の４圏域
別に各１回実施）

(5)マリンレジャー事業者等向け海の安全対策セミナーの実
施
（活動指標：セミナーの実施１回）

R4～R8 108,913 108,913 水難事故件数 件
116件
（R５）

99

水難事故の防止に取り組
み、水難事故件数が減少す
ることは、「安全・安心な島づ
くり」の構築に繋がることか
ら、この指標を設定する。

128件

⑴海の安全啓発
ツールの周知として、空港、ホテル、レンタ
カー等へポスター掲示67箇所設置、チラシ
130,000部配布、ポータルサイト閲覧件数
148,000件。
⑵海の安全啓発ツールの改善
（活動指標：令和５年中の水難事故データ
116件を更新、海域調査４箇所実施）
⑶ビーチ等での安全講習会の実施を5,089
回実施した。
⑷マリンレジャー事業者及び海岸管理者
等との「水難事故防止」に関する意見交換
会を本島北部、本島中南部、宮古、八重
山の４圏域別に各１回実施した。
⑸水難事故要因検証を実施することで、ア
クティビティごと、年齢別の死者数をより具
体的に把握することができた。

成果指標の目標値に対し、実績
値が77.3％となり、一定の効果が
あった。

③効果があった

・令和６年において
は、県内入域観光
客数が143万人増加
（＋17.4％）する中、
観光客100万人あた
りの事故件数は令
和５年14.1件から令
和６年13.2件となっ
ており、達成状況は
90.9％のため相当
程度効果があったと
認められる。
・ビーチ等での安全
講習会実施により、
恩納村及び宮古島
市において４件の救
助事例が報告され
た。

②相当程度効果
があった

・特に死亡者が
増加した外国人
観光客や高齢者
に対する周知啓
発を強化する必
要がある。

・マリンアクティビ
ティ需要の高い６
月～10月に安全
講習会を実施す
るライフガードの
人手不足。

・外国人観光客
や高齢者など対
象者を絞った周
知啓発。
　
・巡回箇所の効
率的な選定や地
域関係機関との
連携を強化する
ことで人手不足を
補う。

文化
観光
スポー
ツ部

観光
振興
課

1 （4）
観光人材確
保支援事業

観光業界における従業員
の労働環境の改善に向
け、観光事業者の生産性
向上に資する取組を支援
するとともに、観光事業
者と求職者のマッチング
を促進することにより、観
光業界の持続的発展に
つながる人材の確保を図
る。

　従業員の労働環境を改善し、人材の確保・定
着を図るため、観光事業者の生産性向上に資
する取組を支援することとしている。
　また、県内宿泊施設、観光施設等における
職場訓練や観光業界に特化した就職説明会
の開催を通じて、観光事業者と求職者とのマッ
チング機会を創出するとともに、観光現場にお
ける様々な取組を伝える広報、就職イベントの
周知に取り組むこととしている。

（活動指標：労働生産性向上に資する取組の
支援（補助）件数　15件）

R5～ 357,068 231,020

職場訓練や観光
現場における様々
な取組を伝える施
策の実施により、
観光業界への就
職意欲が向上した
割合

％ - 80

　観光現場の魅力向上につ
ながるような施策を行うこと
により、観光産業への就職
意欲の促進につながると見
込まれることから、当該指標
を設定する。
　また、目標数値について
は、R4年度に実施した「沖縄
観光貢献度可視化事業」の
実績に基づき設定。

83.6%

(1)観光事業者と求職者とのマッチング
では、①海外、県内の外合同就職説明
会1,255名、②職場見学バスツアー432
名、③職場訓練(ｲﾝﾀｰﾝ)325名、延べ
2,070名が参加し、R7.3月末時点で延べ
94名が内定・就職した。
(2)観光現場での取組を伝える広報で
は、令和４年度沖縄観光貢献度可視化
事業「みらい新聞」の取組を引き続き実
施し、観光現場で働く人を取材し、Web
サイトや新聞紙面、SNS等において業
界の魅力を発信した。
上記取組をとおして、「観光業界への就
職意欲が向上した（83.6％/4,400名）」と
アンケート調査で回答している。

合同就職説明会や見学バスツ
アー、インターンの取組に関して
は、全体の約８割が「観光業への
就職意欲が高まった」と回答してい
る。
一方で、広報の取組に関しては、
観光業界に興味がない層にもアン
ケート調査を行っており、観光業界
の魅力が十分に伝わっていないこ
とが想定され、成果指標の達成に
は至っていない。

②相当程度効果
があった

ー
②相当程度効果
があった

・広報に関する取
組について、広報
手段や内容の改善
を図り、業界の魅
力向上を図っていく
必要がある。
・観光業界に興味
を持ってもらう人材
を養成できるよう、
将来の沖縄観光を
担う子ども達に沖
縄の観光業の魅力
を伝えていく必要が
ある。

今後も、引き続き、
観光事業者と求職
者のマッチングに
向けた取組を行
い、人材確保を支
援するとともに、将
来の沖縄観光の発
展を担う人材の養
成を図っていく。
広報の取組につい
ては、広報手段等
を改善し、観光業
界の魅力向上を
図っていく。

文化
観光
スポー
ツ部

観光
振興
課

1 （5）
MICE受入体
制強化等事
業

全県的なMICE受入体制
の強化、沖縄らしさを活
用してMICE参加者の満
足度の向上を図る。

・人材育成事業
（活動指標：講座8回）

・アドバイザー派遣事業
（活動指標：派遣20回）

・開催歓迎事業
（活動指標：支援180件）

R５～ 70,252 68,865

①県外・海外から
の
インセンティブ旅行
件数

②国内・国際会議
開催件数

件

①148件
（R3年）

②36件
（R3年）

①1,200件

②100件

　当取組を推進し、主催者及
び参加者の満足度向上を図
ることで、沖縄県における
MICEの持続的な発展に寄与
することに繋がることから、こ
の指標を設定する。

・インセンティブ旅行
新型コロナウイルスの影響
前の状況（R1年）の開催水
準までの早期回復を果たす
ための取り組みを推進
（R1年度実績
インセンティブ：1,191件）

・国内・国際会議
沖縄MICE振興戦略に定める
目標値

①993
件

（R5実
績）

②185
件

（R5実
績）

（１）オンラインセミナー6回、
集合型研修2回、計8回を実
施した。

（２）専門アドバイザー派遣の
申請があった５社に派遣を行
い、派遣回数は９回であっ
た。

（３）開催歓迎支援メニューの
提供を実施し、実績件数は
179件であった。

（1）受講後のアンケート結果では、参加者の
98％がスキルアップ・能力向上の実感を持ち、
92％が業務に活かせる気づきを得たとの回答を
しており、MICE業務に関わる事業者にとって参
考としやす　　い適切なセミナー内容・講師選定
を行った結果だととらえることができる。

（2）本事業のアンケート結果では、申請のあった
5事業者から「非常に役立った・役立った」の回
答を得ることができた。申請期間を延長したこと
で、支援期間ギリギリまで派遣することができ、
活用者からの満足度も非常に高かったことか
ら、課題解決に向けた取り組みの提示や指導を
専門アドバイザー中心に適切に行うことができ
た。

（3）実施後の主催者アンケートでは満足度92％
（質問「開催歓迎事業の満足度について」へ、
「大変満足」又は「おおむね満足」と回答）
前年度約8割であった満足度も、本年度は9割を
超え、主催・参加者の満足度向上に大きく貢献
した。

②相当程度効果
があった

県外・海外からの
インセンティブ旅
行件数の実績値
が目標を下回っ
た理由として、実
績値①993件は
R5の実績値と
なっており、コロ
ナ渦からの回復
途上のため目標
値に達することが
できなかったと考
えられる。

②相当程度効果
があった

（2）専門アドバイ
ザー派遣
下期にアドバイ
ザー派遣が集中
する傾向にある
ため、上期から活
用における周知
広報を実施する
必要がある。

営業ツールであるチラ
シは４月着手、５月納
品であった。２か月の
ロスで上期のアドバイ
ザー派遣のための周
知に遅れが出た。よっ
て、次年度に向けて
前年度末までにチラ
シの内容を固め、4月
に発注・納品を行い年
度当初から周知がで
きるように努める。ま
た引き続きチラシ等の
広報媒体を沖縄MICE
ナビWebサイトへ掲載
し、募集を見た事業者
がすぐに申込へと繋
げられるようにする。

文化
観光
スポー
ツ部

MICE
推進
課

1 （6）
那覇空港観
光２次交通
対策事業

那覇空港における観光２
次交通の課題に対応す
る。

繁忙期（夏場）におけるレンタカーの送迎
バス乗り場の確保を行う。

R6 2,608 0

繁忙期に北側バス
プールを活用した
レンタカー事業者
数

社 - 10
本事業により確保したレンタ
カー送迎バスの乗り場の活
用状況を指標とした。

50

本事業では那覇空港での案内
人配置を予定していたが、調整
の結果レンタカー協会での配置
となったことから予算は執行して
いない。
関係機関・業界と調整し、北側バ
スプールを活用したレンタカー送
迎車両の乗り場の確保を行っ
た。

レンタカー協会への聴き取り調査
によると、北側バスプールを活用
した事業者は約50社であった。繁
忙期にレンタカーの乗降及び待
機場所として活用できたことによ
り、レンタカー送迎バースの渋滞
緩和につながった。

①非常に効果的で
あった

ー
①非常に効果的
であった

繁忙期の渋滞緩
和にはつながっ
たが、現状でもレ
ンタカーは増加し
ており、那覇空港
内の交通渋滞は
悪化している。

国の高架橋延伸工
事に伴い、関係機
関・団体と連携し那
覇空港の各交通
モードにおける停
車枠の再編を予定
している。

文化
観光
スポー
ツ部

観光
振興
課

担当課
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1 （7）
災害時等観
光客避難支
援事業

県有施設における一時待
機所設置訓練費用及び
台風災害時において、観
光客の避難に要する費
用及びその準備費用に
ついて、市町村に支援を
行う。

・県有施設（県立武道館・沖縄空手会館の現
地調査、沖縄空手会館における一時待機所設
置訓練
・ホテル等を活用した観光客の滞在場所の確
保に係る支援
・災害発生に備えたホテル等への備蓄支援
（活動指標：３市村）

R6～R7 31,086 990
沖縄観光を「安全・
安心と感じる割合」

％ - 80

　災害時の観光客の滞在先
及び施設での備蓄が確保
し、事業の存在により沖縄観
光の安全・安心を発信するこ
とに繋がることから、当該指
標を設定する。

87%

観光統計実態調査において、
87％の方が安全で安心して旅行
できる地域であると回答した。
　一方、市町村へ補助事業説明
会を実施し、協議を行ったもの
の、補助要件である市町村と宿
泊施設の協定締結までは至ら
ず、補助申請には至らなかった。

訓練を通じて、一時待機所設置に係
る課題を抽出し、市町村の連携を強
化することができた。
また、市町村との協議を進める中で、
宿泊確保、備蓄支援の必要性を確認
することができ、より効果的な支援の
あり方を検討することができた。

③効果があった ー ③効果があった

所在自治体との連
絡網の構築、備蓄
品・衛星通信の手
配、観光客が求め
る情報提供や外国
人観光客への多言
語伝達等。

引き続き、市町村
の協議を通じ、効
果的な支援に向
けた取組をすす
める。

文化
観光
スポー
ツ部

観光
振興
課

1 （8）

修学旅行等
貸切バス受
入体制強化
事業

沖縄県バス協会内に「修
学旅行貸切バス受入体
制支援室」を設置し、シー
ズンオフの北海道等県外
からの乗務員等確保及
び県内バス会社とのマッ
チング業務を行う。あわ
せて昨年度から実施して
いる「修学旅行貸切バス
等受入体制緊急支援事
業」の補助申請の周知、
申請サポート支援を行
う。

①人材確保
②マッチング支援
③支援室機能の仕組化

R6 28,716 23,740
県外から確保した
バス運転手の人数

人
26

（R5）
40

修学旅行の未手配バスが解
消されるために必要なバス
運転手の確保人数とした。

42
県外からバス運転手42人を
確保した。

42人のバス運転手を確保し、台
数換算で42人×約50日＝約
2,100台のバス稼働が増加した。
これにより、修学旅行の未手配
バスを未然に解消することができ
た。

①非常に効果的で
あった

修学旅行の未
手配バスを解消
することができ
た。

①非常に効果的
であった

補助金による県
外からの運転手
確保は限界に達
しているため、バ
ス業界は運転手
不足の抜本的な
解決に向けた取
組が必要である。

バスの生活路線
維持も含め、運
転手不足の根本
的な解決に向け
た取組について、
関係機関及び業
界と連携し検討し
ていく。

文化
観光
スポー
ツ部

観光
振興
課

2



事業目的
事業内容及び

活動指標
指標 単位

当初値
(時点)

目標値
(R7.3)

指標設定の
考え方

実績値
(R7.3)

実施結果 効果の説明
事業効果（成果指
標のみの判定）

その他、特筆すべき
事項

最終事業効果
担当課

令和６年度沖縄県観光振興基金活用事業　効果検証一覧 資料１

R６
当初

予算額
（千円）

R６
決算

見込額
（千円）

成果指標

課題
課題を踏まえた
今後の対応方針

担当部
局

事業の検証

活用
目的

№ 事業名

事業概要

事業
期間

２　観光地における環境及び良好な景観の保全

2 （1）
サンゴ礁保
全再生活動
促進事業

観光・レジャーの過剰な利用
や不適切な利用（ダイビング
等によるサンゴへの接触・踏
みつけ、ダイビング船等のア
ンカリング、日焼け止めク
リーム等化学物質による影
響等）によりサンゴ礁への影
響が懸念されていることか
ら、現状の把握、必要な対
策の検討、持続可能なツー
リズムの推進のために観光
客やレジャー事業者等への
普及啓発等を行う。

・係留ブイを実際に設置し、ダイビング事
業者等が利用することによるサンゴ礁保
全効果を検証するモデル事業を実施す
る。
（活動指標：モデル事業実施　１地域）

・有識者で構成する検討委員会による検
討を行い、適正利用の手引き書（骨子案）
を作成する。
（活動指標：検討委員会の開催　２回）

Ｒ５～
Ｒ７

36,239 34,278

ダイビング船係留
ブイ設置等による
サンゴ礁保全効果
検証（モデル事業）
実施地域数

地
域

0
（R4年度）

１地域

係留ブイ設置・利用に関する
モデル事業を実施し、係留ブ
イ利用によるサンゴ礁保全
効果について取りまとめるこ
とができ、観光・レジャー事
業者に対し周知啓発を行うこ
とにより、サンゴの踏みつけ
やアンカリングによる破損事
例が減少し、サンゴ礁生態
系が保全されることにつなが
ることから、モデル事業実施
地域数を指標とした。

１
地域

ダイビング船係留ブイの設置
について、１地域（うるま市与
那城周辺）で、ロープタイプを
４か所、砂地用アンカー埋設
タイプを２か所、植石被覆ブ
ロックタイプを３か所設置し、
モデル事業を実施した。

ダイビング船係留ブイの試験利用
中には、利用状況や安全性確認
等の現地調査を行い、試験利用
終了後には、利用面、環境配慮
面や安全面の課題を抽出し、改
善策を検討し、令和７年度に作成
する「係留ブイの設置・管理手法
等の事例集」に資することができ
た。

①非常に効果的で
あった

ー
①非常に効果的
であった

地域以外から来
訪するダイビング
事業者への利用
ルールの周知
や、係留ブイの維
持管理の負担体
制を整理する必
要がある。

「係留ブイの設置・
管理手法等の事例
集」作成の際には、
周辺地域とどのよう
な調整を図り、利用
ルールを運用して
いくのか、係留ブイ
の維持管理の負担
体制等の考え方を
整理し、示す。

環境
部

自然
保護
課

2 （2）
世界自然遺
産地域活動
支援事業

世界自然遺産地域の豊
かな自然を守りながら、
魅力ある観光地の形成を
推進するため、世界自然
遺産地域の国頭村、大宜
味村、東村及び西表島に
おいて自然環境及び良
好な景観の保全に資する
活動を行う民間団体当の
支援を行う。

世界自然遺産地域の自然環境及び良好な景
観の保全に資する活動として、以下の取組に
対する補助
①自然環境の保全・継承に係る活動
②観光地景観形成に係るクリーン活動
③自然資源の適正利用や保全に関する周知・
広報等
④豊かな自然環境や生物多様性の魅力を伝
えるための人材育成に係る活動
（活動指標：補助金の募集案内について、沖縄
県ホームページの他、遺産２地域の各部会で
紹介する。）

Ｒ６～
Ｒ８

5,700 5,037

民間による世界自
然遺産地域を中心
とした観光地にお
ける環境及び良好
な景観の保全に資
する取組の件数

件
数

― ２件

民間による取組が増加する
ことにより、世界自然遺産の
価値を将来に渡って維持で
きるとともに、魅力ある観光
地の形成につながる。

4件

世界自然遺産地域における
保全活動等について、７団体
より申請があり、うち４団体
（活動）に対し、補助を行っ
た。

ガイドのスキルアップ講習会や、
ロードキル対策、ビーチクリーン
活動、シンポジウムの開催といっ
た世界自然遺産地域における保
全活動等を支援し、魅力ある観
光地の形成に繋げた。

①非常に効果的で
あった

ー
①非常に効果的
であった

採択の結果、西
表島での取組が
多くを占めたこと
からも、世界自然
遺産両地域での
申請件数の増加
に向けて、制度
の周知に努める
必要がある。

世界自然遺産地
域での取組につ
いて掘り起こしす
るため、沖縄島
北部及び西表島
の両地域におい
て、公募期間中
の周知を強化す
る。

環境
部

自然
保護
課

３　観光の振興に通じる文化芸術の継承及び発展並びにスポーツの振興

3 （1）

しまじまの芸
能を活用し
た文化観光
コンテンツ創
出事業

　文化資源を活用した観
光振興を図るため、国内
外からの観光客の受入
体制の強化を図るととも
に、文化資源の掘り起こ
しと活動実態及び課題を
把握し、商業・観光分野
へのニーズ開拓及びマッ
チングを行う。

・「沖縄県伝統芸能祭」（屋内、文化財活
用、ナイトコンテンツ等）を開催。
（活動指標：本島２回、離島１回開催）

・地域の伝統芸能団体に直接アプローチ
し、文化資源の掘り起こしと活動実態及び
課題を把握し、活動支援を行う。
（活動指標：文化相談員1名配置）

・特設WEBページの開設
（活動指標：R6年度中に開設）

Ｒ５～
Ｒ７

43,697 42,068
特設WEBサイトの
ページビュー数

件 0 40,000

　地域の伝統芸能の紹介や
動画を掲載したWEBサイトへ
のアクセス件数は、伝統芸
能祭を通した県外・海外にお
ける認知度アップを測定でき
る指標である他、地域の伝
統芸能の活動が活発にな
り、注目されるとさらにアクセ
ス数の増加が期待できると
考えられるため、事業全体
の成果を測る指標として設
定する。
　目標値の設定は、令和３年
度の「沖縄芸能WEB配信事
業（OKINAWA LIVE SHOW）」
と同等を目指す。

特設
WEBサ

イト
ページ
ビュー

数
48,478

・「沖縄県伝統芸能祭」の開催
全３回
〇首里城公演（R6.11.26～27）
〇石垣公演
（R7.1.12）

・地域の伝統芸能団体に対するハン
ズオン支援の実施（R5～R6実績）
〇318団体のリストを作成（内ハンズ
オン希望団体64団体）
〇北部・中部・南部圏域において、課
題解決（継承・資金造成・情報発信）
についてのセミナーを開催（R7,1,10
～11、13）
〇団体間の情報交換の場として、座
談会を開催(R7.3.22)

・特設WEBページ芸能祭及び63団体
の紹介ページを掲載
〇アクセス件数上位10件の内訳は県
内5,638件、県外5,342件

・「沖縄県伝統芸能祭」
3日間の公演を通して、14団体の地域の団体に
出演していただき、来場者も901名と令和5年度
の565人から1.78倍となった。
来場者数
全体：901名
内訳：県内366名(40.6％)
　　　　県外535名(59.3％)
出演団体数：14団体(1団体は2公演に出演)

・地域の伝統芸能団体に対するハンズオン支援
R5年度はハンズオン支援希望団体57団体に個
別の支援を実施したが、令和6年度は個別支援
に加え、団体間の情報共有を目的に、セミナー
及び座談会の集合形式の支援を実施した。
セミナー及び座談会では活発な意見交換が行
われ、継承の課題解決の方策として、「出演機
会の創出」「子供の参加を促す取組」が結論とし
て導かれた。

・特設WEBページへのアクセス件数はR5年度の
16,136件から3倍に増加した。増加の要因はR5
年度は12月からサイトを開設しており、実質４カ
月の運用であったところ、R6年度は年度を通し
た運用が可能であった事が挙げられる。

①非常に効果的で
あった

観光客の誘引
のため、首里城
公演について
は、美ら島財団
が実施する「首
里城復興祭」と
連携する形で実
施した。

①非常に効果的
であった

アンケートについ
て、Ｒ６年度は紙
媒体から、電子
媒体へと切り替
えたが、本事業
に関心のある年
代が高齢者であ
るため、アンケー
トの回収率がR5
年度が80％か
ら、R6年度は
30％と大きく下
がった。

観光客や若い年
代が参加するイ
ベントとのコラ
ボ、SNSを活用し
たPRを実施する
とともに、伝統芸
能に関心の高い
高齢者のニーズ
も捉えるため、紙
媒体による周知・
広報も実施する。

文化
観光
スポー
ツ部

文化
振興
課

3 （2）
空手ツーリ
ズム受入体
制構築事業

沖縄空手を文化観光資
源として活用した「空手
ツーリズム」を推進し、国
内外からの空手愛好家
や観光客の受入体制構
築及び強化を図る各取組
を行うことにより、沖縄空
手の持続的な発展、観光
産業に寄与する。

・来県中の空手愛好家を含めた観光客のニー
ズに応じた空手観光プログラム等の案内

・沖縄空手ガイドの利用促進に係る取組の実
施

・空手を目的として来訪する団体へのおもてな
し支援、アンケートの実施

・沖縄空手を活用した観光コンテンツの造成に
対する補助
（活動指標：２件）

Ｒ５～
Ｒ７

36,317 32,799
県外・海外からの
空手関係者来訪
数

人
1,971人

（令和4年度）
8，900人

（令和6年度）

　当取組を推進し、県外・海
外からの空手関係者来訪数
の増加を図ることで、沖縄空
手の持続的な発展、観光産
業に寄与することに繋がるこ
とから、この指標を設定す
る。

8,496

・令和５年度に開設した空手に関する
観光窓口（空手ツーリズムウェブサイ
ト）を運用し、空手ツーリズムに対す
る相談対応や案内業務を行った。

・空手を目的として来訪する団体に対
し、空手グッズの配布や空手ガイド派
遣等のおもてなし支援を実施した。

・空手観光コンテンツの造成支援（２
件）を行い、活動指標を達成した。

・空手ツーリズムウェブサイトを運用し、観
光客から空手愛好家まで、幅広い層に対
応できる観光商品や関連史跡等を案内で
きた。

・おもてなし支援の実施により、沖縄空手
の普及・啓発及び空手ガイド等の利用促
進に繋がった。

・造成した空手観光コンテンツに国内外か
らの観光客等が参加し、沖縄空手の普
及・啓発に繋がった。

②相当程度効果
があった

・空手ツーリズム
ウェブサイト内に
グーグルマップと連
動した「史跡マップ」
の機能を追加し、利
用者の利便性向上
を図った。

②相当程度効果が
あった

・おもてなし支援が好
評であったが、支援対
象としていない個人旅
行者からの需要も多く
あった。

・観光コンテンツの造
成支援については、
事業者の応募が少な
い。

・令和７年度からは、
おもてなし支援の対象
を「空手を目的に来訪
する団体」から、「空手
を目的とする来訪者」
へ変更する。

・事業者向け説明会
の開催や関係団体と
の連携を通して、当補
助金の周知を図る。

文化
観光
スポー
ツ部

空手
振興
課

3 （3）

新たなアク
ティビティを
活用したス
ポーツツー
リズムコンテ
ンツ創出事
業

　「スポーツアイランド沖縄」
の形成に向け、スポーツを
通じた地域・経済の活性化
を推進するため、新たなアク
ティビティを活用したスポー
ツツーリズムコンテンツを創
出するなど、地域資源とス
ポーツが融合した観光への
取り組みを支援する。

・モデル事業への補助
（活動指標：事業採択：５件）

R5～8 16,790 15,453
・モデル事業の商
品化

件 － 1

　モデル事業が商品化する
ことは、地域・経済の活性化
につながり、「スポーツアイラ
ンド沖縄」の形成に資するこ
とから、この指標を設定す
る。

3
令和6年度は3件の事業を採
択し、補助金を交付した。

令和6年度に補助金を交付した3
事業のうち、既に3事業すべてが
商品化している。

①非常に効果的で
あった

補助したすべて
の事業者が商
品化（自走化）
することができ
た。

①非常に効果的
であった

補助対象期間が
十分取れず、補
助事業者が事業
に取り組む期間
が十分でなかっ
た。

令和7年度において
は、補助の募集開
始から交付決定ま
でを迅速に行い、
補助事業者の十分
な事業実施期間を
確保する。

文化
観光
スポー
ツ部

スポー
ツ振興
課

４　地域社会の持続可能な発展を通じた国内外からの観光旅行の推進

4 （1）
サステナブ
ルツーリズ
ム推進事業

　「世界から選ばれる持続可
能な観光地」を形成するた
め、サステナブルツーリズム
を推進するとともに、旅行者
と地域住民が沖縄観光の価
値を共有し、自然環境、地域
文化、生活環境への影響に
十分配慮したレスポンシブ
ルツーリズムに取り組む仕
組みづくりを構築する。
　 また、沖縄ならではのサス
テナブルツーリズム推進体
制の構築及びサステナブル
ツーリズムを推進していく人
材を育成することを目的とす
る。

①検討委員会の開催
（活動指標：年３回実施）

②地域観光課題解決支援
（活動指標：沖縄本島12回、離島２回）

③普及啓発活動
（活動指標：シンポジウムの開催１回）

Ｒ５～ 28,406 20,172

持続可能な観光を
推進するための取
組が行われている
と感じた観光客の
割合

％
40.7%

（Ｒ３年度）
50%

　県民・観光客・観光事業者
のそれぞれの目線で持続可
能な観光に係る満足度を成
果指標とする。サステナブル
ツーリズムを推進することに
より、持続可能な観光に係る
満足度の向上につながるこ
とから、成果指標として設定
した。

40.3％

検討委員会を予定通り年３回開
催し、指標を達成した。地域観光
課題解決支援として沖縄本島で
８回、離島で16回、意見交換し
た。沖縄本島の回数は66.7％達
成、離島の回数は指標を大きく
上回り、離島への支援を手厚くし
た結果となった。普及啓発につ
いては、県内のサステナブル
ツーリズム推進の説明のため、
市町村や観光協会等を集め、セ
ミナーを開催した。

成果指標は観光統計実態調査に
より集計し、持続可能な観光を推
進するための取組が行われてい
ると感じた観光客の割合は
40.3％と、目標値50％に対して８
割達成したことから、県内のサス
テナブルツーリズムの取組を推
進させ、持続可能な観光に係る
満足度の向上に繋がった。

③効果があった ③効果があった

地域社会・経済・環
境の三側面におい
て、適切なバランス
が取れたサステナ
ブルツーリズムの
推進に取り組んで
いるが、観光客の
増加に伴い、一部
地域にオーバー
ツーリズムの現象
が顕在化する等、
課題も生じている。

沖縄県らしいサス
テナブルツーリズム
のあり方を設定し、
普及啓発するととも
に、オーバーツーリ
ズム等の観光諸問
題の解決のための
取組支援を実施
し、サステナブル
ツーリズムの推進
に務める。

文化
観光
スポー
ツ部

観光
振興
課
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